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　埼玉県内の国保保険者においては、８月までに９割を超える７０保険者で特定健診を開始しています。国保の特定健診対象者数は約１５７万人です。その対象者の受診券の作成を連合会に委託したところ、独自で作成したところなど様々ですが、保険者においては、概ね受診券の発券は終了しております。
　健診が開始されたことにより、本会に健診機関或いは医師会等から委託を受け磁気データの作成をしたベンダを通して７月には、５３７機関の１０,５０６人分の健診費用の請求がありました。また、８月には７月の３倍を超える３３,０１９人分の請求がありました。

  ところが、磁気データを作成したベンダは、国保中央会のベンダテストを受けていない、或いは受けてもテストに合格していない状態で請求をしてきているので、７月取り扱いでは１０,５０６件のうち約８割のデータがエラーとなってしまいました。　
  主なエラー理由は、紙媒体を磁気化する際に文字や数字の入力ルールに沿っていないなどの理由から、エラーとなるものが多く見受けられます。
  本来、本会ではエラーとなったデータは、返戻扱いとし、翌月以降正しく再請求された場合に決定することとしていますが、エラーとなったものは費用決済が遅れるだけでなく、保険者の保健指導の実施時期の遅れなどに影響が出てしまいます。そのため、医師会等と連絡調整しながら請求データを連合会でエラー修正を行い、何とか９５％の９,９６８件を決定することができました。
しかし、本会が修正することで、いつまでたっても請求が改善されないベンダが見受けられます。連合会をベンダテスト代わりに使っている様にも感じています。 ８月についても、約６割のデータがエラーとなり、約１５,０００件の修正を行ったところです。ベンダには、医師会等を通して、ベンダテストを受けるよう伝えていますが、請求が軌道に乗るまでの当分の間、このような状況が続くことが懸念されます。
　また、今後保険者においては、保健指導が始まりますが、埼玉県では７０市町村のうち５６市町村が直営で保健指導を実施します。保健指導のマンパワーの確保に苦慮している市町村には、本会の保健師や、本会が事務局を預かる「埼玉県在宅保健活動者の会」の保健師等を活用して、市町村の保健指導等を支援していくこととしています。　　　

次に、本県の集合契約では、県内統一単価の実現に向け県医師会に要望等を行いながら調整してきましたが、平成２０年度は市町村国保を除く被用者保険の被扶養者のみが統一単価としたところです。平成２１年度は市町村国保を含めた健診費用の県内統一単価の実現に向け、県及び県医師会等関係団体と協議をすすめる予定です。　

　
